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新潟市福祉有償運送運営協議会運営指針(平成18年12月14日)新旧対照表 

新 旧 備考 

目的 目的  

本指針は、ＮＰＯ法人等による福祉有償運送（以下「福祉有償運送」と

いう。）に係る道路運送法 ((昭和２６年法律第１８３号)以下「法」と

いう。)第７９条による登録（以下「７９条登録」という。）申請に先

立ち必要とされる、新潟市福祉有償運送運営協議会（以下「新潟市運営

協議会」という。）における協議事項に関する方針を定めることで、登

録申請団体からの協議を円滑に行うことを目的とする。 

本指針は、ＮＰＯ法人等による福祉有償運送（以下「福祉有償運送」と

いう。）に係る道路運送法第７９条による登録（以下「７９条登録」と

いう。）申請に先立ち必要とされる、新潟市福祉有償運送運営協議会（以

下「新潟市運営協議会」という。）における協議事項に関する方針を定

めることで、登録申請団体からの協議を円滑に行うことを目的とする。 

 

   

運送主体 運送主体 概要2（1） 

⑴ 他人の介助によらずに移動することが困難であると認められ、か

つ、単独でタクシーその他の公共交通機関を利用することが困難な者

を対象として、福祉有償運送を実施しようとする団体（以下「実施主

体」という。）は、営利を目的としない団体であり、当該福祉有償運

送を行うことが、団体の目的の範囲内であることを条件とする。 

⑴ 他人の介助によらずに移動することが困難であると認められ、か

つ、単独でタクシーその他の公共交通機関を利用することが困難な者

を対象として、福祉有償運送を実施しようとする団体（以下「実施主

体」という。）は、営利を目的としない法人であり、当該福祉有償運

送を行うことが、法人の目的の範囲内であることを条件とする。 

 

⑵ 営利を目的としない団体とは、次のとおりとする。 ⑵ 営利を目的としない法人とは、次のとおりとする。  

 市町村 

 特定非営利活動促進法(平成１０年法律第７号)第２条第２項に規

定する特定非営利活動法人 

 一般社団法人又は一般財団法人 

 （地方自治法に規定する）認可地縁団体 

 

 特定非営利活動促進法(平成１０年法律第７号)第２条第２項に規

定する特定非営利活動法人 

 一般社団法人又は一般財団法人 
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 農業協同組合 

 消費生活協同組合 

 医療法人 

 社会福祉法人 

 商工会議所 

 商工会 

 営利を目的としない法人格を有しない社団 

 農業協同組合 

 消費生活協同組合 

 医療法人 

 社会福祉法人 

 商工会議所 

 商工会 

 

   

運送の対象者 運送の対象者 概要2（2） 

・ 福祉有償運送の対象者は、次に掲げる者のうち、他人の介助によら

ずに移動することが困難であると認められ、かつ、単独でタクシーそ

の他の公共交通機関を利用することが困難な者（以下「移動制約者」

という。）であって、あらかじめ会員登録された者(以下「利用会員」

という。)又は観光旅客その他の新潟市を訪問する者、及びそれらの

付添人とする。 

・ 福祉有償運送の対象者は、次に掲げる者のうち、他人の介助によら

ずに移動することが困難であると認められ、かつ、単独でタクシーそ

の他の公共交通機関を利用することが困難な者（以下「移動制約者」

という。）であって、あらかじめ会員登録された者(以下「利用会員」

という。)及びその付添人とする。 

 

ア 身体障害者福祉法(昭和２４年法律第２８３号)第４条に規定す

る身体障がい者 

イ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和２５年法律第１

２３号)第５条に規定する精神障がい者 

ウ 障害者の雇用の促進等に関する法律(昭和３５年法律第１２３

号)第２条第４号に規定する知的障がい者 

エ 介護保険法(平成９年法律第１２３号)第１９条第１項に規定す

ア 身体障害者福祉法(昭和２４年法律第２８３号)第４条に規定す

る身体障がい者 

 

 

 

 

イ 介護保険法(平成９年法律第１２３号)第１９条第１項に規定す
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る要介護認定を受けている者 

オ 介護保険法第１９条第２項に規定する要支援認定を受けている

者 

カ 介護保険法施行規則(平成１１年厚生省令第３６号)第１４０条

の６２の４第２号の厚生労働大臣が定める基準に該当する者 

キ その他肢体不自由、内部障がい(人工透析を受けている場合を含

む。)、精神障がい、知的障がい、難病(難治性疾患克服研究事業

対象疾患及び関節リウマチ)、及び発達障がい、自閉症、学習障が

いを含むその他の障がいを有する者 

る要介護認定を受けている者 

ウ 介護保険法第１９条第２項に規定する要支援認定を受けている

者 

 

 

エ その他肢体不自由、内部障がい(人工透析を受けている場合を含

む。)、精神障がい、知的障がい、難病(難治性疾患克服研究事業

対象疾患及び関節リウマチ)、及び発達障がい、自閉症、学習障が

いを含むその他の障がいを有する者 

【対象者の判断】 【対象者の判断】  

実施主体は、利用会員の氏名、住所及び運送を必要とする理由、その

他必要な事項を記入した利用会員名簿(様式第１５号、様式第１５－２

号)を用意しなければならない。 

実施主体は、利用会員の氏名、住所、年齢及び運送を必要とする理由、

その他必要な事項を記入した利用会員名簿(様式第１２号、様式第１２

－２号)を用意しなければならない。 

 

   

運送の形態等 運送の形態等 概要2（3） 

⑶ 事業者協力型自家用有償旅客運送 

一般旅客自動車運送事業者が運行管理及び車両の整備管理を行う、事

業者協力型自家用有償旅客運送を実施することができるものとする。 

（新設）  

   

使用車両 使用車両  

⑴ 福祉有償運送にあっては、次の車両(運行委託先の事業者が保有す

る事業用自動車を含み、乗車定員１１人未満の自動車であって、福祉

⑴ 福祉有償運送にあっては、次の車両(乗車定員１１人未満の自動車

であって、福祉有償運送を実施する間、申請者が使用権原を有するも
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有償運送を実施する間、申請者が使用権原を有するものに限る。以下

「使用車両」という。)を使用するものとする。 

のに限る。以下「使用車両」という。)を使用するものとする。 

ア 寝 台 車：車内に寝台(ストレッチャー)を固定する設備を有する

自動車 

イ 車いす車：車いすの利用者が車いすのまま車内に乗り込むことが

可能な自動車であってスロープ又はリフト付の自動

車 

ウ 兼 用 車：ストレッチャー及び車いすの双方に対応した自動車 

エ 回転シート車：回転シート(リフトアップシートを含む。)を備え

る自動車 

※ なお、上記アからエの自動車（以下「福祉車両」という。）につ

いては、メーカー装備を基本とし、各団体において同様の設備を独

自に施す場合には、車検完了を条件とする。 

オ セダン等(貨物運送の用に供する自動車を除く。以下「セダン車

両」という。) 

実施主体は、原則として、福祉車両を１台以上備えるものとする。 

ただし、精神障がいや知的障がい等といった利用会員の特性によ

り、福祉車両を配備する必要がない場合は、上記オに掲げるセダン車

両のみを利用会員数や利用状況に応じた適正な車両数で使用するこ

とができる。 

なお、運行委託先の事業者が保有する事業用自動車の持込みは、以

下に留意して行うものとする。 

ア 寝 台 車：車内に寝台(ストレッチャー)を固定する設備を有する

自動車 

イ 車いす車：車いすの利用者が車いすのまま車内に乗り込むことが

可能な自動車であってスロープ又はリフト付の自動

車 

ウ 兼 用 車：ストレッチャー及び車いすの双方に対応した自動車 

エ 回転シート車：回転シート(リフトアップシートを含む。)を備え

る自動車 

※ なお、上記アからエの自動車（以下「福祉車両」という。）につ

いては、メーカー装備を基本とし、各団体において同様の設備を独

自に施す場合には、車検完了を条件とする。 

オ セダン等(貨物運送の用に供する自動車を除く。以下「セダン車

両」という。) 

実施主体は、原則として、福祉車両を１台以上備えるものとする。 

ただし、精神障がいや知的障がい等といった利用会員の特性によ

り、福祉車両を配備する必要がない場合は、上記オに掲げるセダン車

両のみを利用会員数や利用状況に応じた適正な車両数で使用するこ

とができる。 
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・ 運送事業における事業計画及び運行計画に定めるところに従い行

う業務に支障の無い範囲であること。 

・ 自家用自動車を使用して行う自家用有償旅客運送を補完するもの

であること。 

・ 登録を受けた運送者は、様式第２－６号に定める前年４月１日か

ら当年３月３１日までに運行委託先の事業者が保有する事業用自

動車の持込み使用実績を毎年５月３１日までに新潟県知事に報告

すること。 

⑵ 使用権原 

使用する車両の使用権原(所有権、賃借権等の使用権)は、実施主体が

有するものとする。 

当該車両の自動車検査証の使用者が実施主体とならない場合にあっ

ては、当該車両の自動車検査証の使用者と実施主体との間で締結された

契約書(様式第１０号)を添付し協議を受けるものとする。 

⑵ 使用権原 

使用する車両の使用権原(所有権、賃借権等の使用権)は、実施主体が

有するものとする。 

運転者として協力する者(以下「運転協力者」という。)が自己又は家

族の所有する車両を提供し、福祉有償運送を行う場合は、その車両の使

用について実施主体との間に使用貸借等の契約を交わし、その契約書

(様式第１０号)を添付して協議を受けるものとする。 

 

⑶ 車両の表示等 

福祉有償運送のサービス実施時においては、外部から容易に識別でき

るよう使用車両の車体両側面に７９条登録を受けた車両である旨を表

示(実施主体の名称、「有償運送車両」の文字、登録番号、縦横５０㎜

以上の文字でステッカー、マグネットシート等による横書き)しなけれ

ばならない。 

実施主体においては、使用する車両の型式、自動車登録番号及び初度

⑶ 車両の表示等 

福祉有償運送のサービス実施時においては、外部から容易に識別でき

るよう使用車両の車体両側面に７９条登録を受けた車両である旨を表

示(実施主体の名称、「有償運送車両」の文字、登録番号、縦横５０㎜

以上の文字でステッカー、マグネットシート等による横書き)しなけれ

ばならない。 

実施主体においては、使用する車両の型式、自動車登録番号及び初度
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登録年、損害賠償措置、関係する設備又は装置その他必要な事項を記入

した自動車登録簿(様式第１２号)を作成し、適切に管理しなければなら

ないものとする。 

登録年、損害賠償措置、関係する設備又は装置その他必要な事項を記入

した自動車登録簿(様式第９号)を作成し、適切に管理しなければならな

いものとする。 

   

損害賠償措置 損害賠償措置  

⑵ 当該保険の加入者が実施主体とならない場合にあっては、加入する

任意保険等が、福祉有償運送提供時の事故等を補償の対象としない場

合も想定されることから、実施主体は、契約書等を確認するなど、福

祉有償運送提供時の補償措置を確保しなければならない。 

⑵ 運転協力者が提供する車両については、加入する任意保険等が、福

祉有償運送提供時の事故等を補償の対象としない場合も想定される

ことから、実施主体は、契約書等を確認するなど、福祉有償運送提供

時の補償措置を確保しなければならない。 

 

   

管理運営体制 管理運営体制  

【運行管理業務】 【運行管理業務】  

⑴ 運行管理責任者の選任 

ア 実施主体は、運行管理責任者の選任その他運行管理の体制の整備

を行うこと。 

イ 運行管理責任者の選任にあたっては、道路運送法施行規則((昭和

２６年運輸省令第７５号)以下「規則」という。)第５１条の１７第

２項に定める要件(事業者協力型自家用有償旅客運送を行う事務所

にあっては、法第２３条第１項に定める要件)を満たさなければな

らない。 

運行管理責任者がやむを得ず不在となる場合は、予め運行管理を

代行する者を定め、適切な運行管理の実施を確保するものとする。 

⑴ 運行管理責任者の選任 

ア 実施主体は、運行管理責任者の選任その他運行管理の体制の整備

を行うこと。 

イ 運行管理責任者の選任にあたっては、道路運送法施行規則((昭和

２６年運輸省令第７５号)以下「規則」という。)第５１条の１７第

２項に定める要件を満たさなければならない。 

 

 

運行管理責任者がやむを得ず不在となる場合は、予め運行管理を

代行する者を定め、適切な運行管理の実施を確保するものとする。 
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また、事業者協力型自家用有償旅客運送にあっては、運行管理責

任者は当該協力事業者の運行管理者でなければならないものとす

る。 

⑵ 運行管理責任者の業務 

イ 点呼 

・ 乗務しようとする運転者に対して、疾病、疲労、飲酒その他の

理由により安全な運転をすることができないおそれの有無を確

認し、運行の安全を確保するために必要な指示を与え、運転者ご

とに確認を行った旨及び指示の内容を記録し、かつ、その記録(参

考様式３)を１年間保存すること。 

・ 乗務しようとする運転者に対して行う確認、指示は対面により

実施すること。対面での確認が困難である場合（運転者が自宅か

ら直接出発地へ向かう場合など）には、電話により必要な確認、

指示を確実に実施できる体制を整備し実施すること。 

なお、事業者協力型自家用有償旅客運送を行う場合にあって

は、上記によらず、当該協力事業者が輸送の安全の確保の観点で

適当と認めた方法により確実に実施されるよう適切な措置を講

ずるものとする。 

⑵ 運行管理責任者の業務 

イ 点呼 

・ 乗務しようとする運転者に対して、疾病、疲労、飲酒その他の

理由により安全な運転をすることができないおそれの有無を確

認し、運行の安全を確保するために必要な指示を与え、運転者ご

とに確認を行った旨及び指示の内容を記録し、かつ、その記録(参

考様式３)を１年間保存すること。 

・ 乗務しようとする運転者に対して行う確認、指示は対面により

実施すること。対面での確認が困難である場合（運転者が自宅か

ら直接出発地へ向かう場合など）には、電話により必要な確認、

指示を確実に実施できる体制を整備し実施すること。 

 

 

【整備管理業務】 【整備管理業務】  

⑴ 整備管理責任者の選任 

実施主体は、使用車両の点検及び整備の適切な実施を確保するため、

整備管理責任者の選任その他整備管理の体制の整備を行うこと。 

⑴ 整備管理責任者の選任 

実施主体は、使用車両の点検及び整備の適切な実施を確保するため、

整備管理責任者の選任その他整備管理の体制の整備を行うこと。 
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また、事業者協力型自家用有償旅客運送にあっては、整備管理責任者

は、当該協力事業者が選任する者でなければならないものとする。 

 

   

実績報告 実績報告  

【実績報告の提出方法】 【実績報告の提出方法】  

実施主体は、登録後、毎年四月を始期とする各四半期終了後の翌月最

終日までに、最新の利用会員名簿(様式第１５号、様式第１５－２号)、

当該四半期の乗務記録簿(様式第１７号)、事故の状況(様式第１８号)、

苦情の状況(様式第１９号)、その他実施上の変更等について、新潟市に

書面(様式第１６号)を付して報告することとする。 

実施主体は、登録後、毎年四月を始期とする各四半期終了後の翌月最

終日までに、最新の利用会員名簿(様式第１２号、様式第１２－２号)、

当該四半期の乗務記録簿(様式第１４号)、事故の状況(様式第１５号)、

苦情の状況(様式第１６号)、その他実施上の変更等について、新潟市に

書面(様式第１３号)を付して報告することとする。 

 

   

法令順守 法令順守  

・ ７９条登録の適用を受けようとする者は、法第７９条の４第１号か

ら第４号までの欠格事由に該当する者でないことを要する。 

・ ７９条登録の適用を受けようとする者は、道路運送法第７９条の４

第１号から第４号までの欠格事由に該当する者でないことを要する。 

 

   

運転者の要件（上限年齢）の緩和措置について 運転者の要件（上限年齢）の緩和措置について  

１ 運営指針について １ 運営指針について  

新潟市福祉有償運送運営協議会運営指針の「運転者の要件」（１）に

おいて，「運転者の上限年齢の目安は概ね70歳とする」と記載有。 

新潟市福祉有償運送運営協議会運営指針の4ページ「運転者の要件」

（１）において，「運転者の上限年齢の目安は概ね70歳とする」と記

載有。 

 

３ 今後の運用について ３ 今後の運用について  

（４）運転者が運転に支障を及ぼすおそれのある一定の症状を有する病 （４）運転者が運転に支障を及ぼすおそれのある一定の症状を有する病  
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気等の治療中ではないことを確認の上，このような疾患が見つか

った場合は直ちに運転業務を停止させることとし，誓約書（様式

第２０号）を事務局に提出する。 

気等の治療中ではないことを確認の上，このような疾患が見つか

った場合は直ちに運転業務を停止させることとし，誓約書（資料

２－２）を事務局に提出する。 

４ 開始時期について ４ 開始時期について  

平成31年3月12日から上記３の運用を開始する。 

 

平成31年3月12日から上記３の運用を開始する。 

ただし，平成30年度に更新登録申請を行い，従前の運用により満71

歳となったことで登録から外れた運転者に限り，平成31年3月12日時点

で満71歳の者が適齢診断を受けた場合，特例措置として，適齢診断受診

日から2年後の受診日前日まで，再び運転者として登録できることとし，

取り扱いは上記３によるものとする。 

 

   

運営指針における安全な運転のための確認について 運営指針における安全な運転のための確認について  

１ 運営指針について １ 運営指針について  

安全な運転のための確認については、新潟市福祉有償運送運営協議会

運営指針の「管理運営体制」(2)運行管理責任者の業務 イ 点呼 に記載

のとおりだが、令和2年6月29日付で一部改正し、対面での確認が困難で

ある場合を「運転者が自宅から直接出発地へ向かう場合など」と定義す

る。 

安全な運転のための確認については、新潟市福祉有償運送運営協議会

運営指針の6ページ「管理運営体制」(2)運行管理責任者の業務 イ 点呼 

に記載のとおりだが、令和2年6月29日付で一部改正し、対面での確認

が困難である場合を「運転者が自宅から直接出発地へ向かう場合など」

と定義する。 

 

２ 今後の運用について ２ 今後の運用について  

（３）電話での確認・指示の際は、IT機器を活用したテレビ電話等で、

映像・音声・データ等により可能な限り対面に近い精度で行うこ

とが望ましい。（平成30年4月 自家用有償旅客運送ハンドブック

（３）電話での確認・指示の際は、IT機器を活用したテレビ電話等で、

映像・音声・データ等により可能な限り対面に近い精度で行うこ

とが望ましい。（令和元年12月改定 自家用有償旅客運送ハンド
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概要2（4） 
様式第１号 

平成  年  月  日 
 
 

 新潟市長         様 
 
 
                実施法人名           印 
 
 
 

新潟市福祉有償運送運営協議会への協議について(依頼) 
 
 
 別添のとおり，自家用有償旅客運送の登録の申請案を提出いたしますので，新

潟市福祉有償運送運営協議会に諮っていただきますようお願いいたします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問い合わせ先 

担当者： 

住 所： 

電 話： 

ＦＡＸ： 

E-mail： 

様式第１号 

  年  月  日

 
 

 新潟市長         様 
 
 
                実施法人名            
 
 
 

新潟市福祉有償運送運営協議会への協議について(依頼) 
 
 
 別添のとおり，自家用有償旅客運送の登録の申請案を提出いたしますので，新

潟市福祉有償運送運営協議会に諮っていただきますようお願いいたします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問い合わせ先 

担当者： 

住 所： 

電 話： 

ＦＡＸ： 

E-mail： 
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様式第１－２号 

  年  月  日

 
 

 新潟市長         様 
 
 
                実施法人名            
 
 
 

新潟市福祉有償運送運営協議会への協議について(依頼) 
 
 
 別添のとおり，自家用有償旅客運送更新登録申請案を提出いたしますので，新

潟市福祉有償運送運営協議会に諮っていただきますようお願いいたします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問い合わせ先 

担当者： 

住 所： 

電 話： 

ＦＡＸ： 

E-mail： 

様式第１－２号 

平成  年  月  日 
 
 

 新潟市長         様 
 
 
                実施法人名           印 
 
 
 

新潟市福祉有償運送運営協議会への協議について(依頼) 
 
 
 別添のとおり，自家用有償旅客運送更新登録申請案を提出いたしますので，新

潟市福祉有償運送運営協議会に諮っていただきますようお願いいたします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問い合わせ先 

担当者： 

住 所： 

電 話： 

ＦＡＸ： 

E-mail： 
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様式第１－３号 

  年  月  日

 
 
 新潟市長         様 
 
 
                実施法人名            
 
 
 

新潟市福祉有償運送運営協議会への協議について(依頼) 
 
 
 別添のとおり，自家用有償旅客運送変更登録申請案を提出いたしますので，新

潟市福祉有償運送運営協議会に諮っていただきますようお願いいたします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問い合わせ先 

担当者： 

住 所： 

電 話： 

ＦＡＸ： 

E-mail： 

様式第１－３号 

平成  年  月  日 
 
 
 新潟市長         様 
 
 
                実施法人名           印 
 
 
 

新潟市福祉有償運送運営協議会への協議について(依頼) 
 
 
 別添のとおり，自家用有償旅客運送変更登録申請案を提出いたしますので，新

潟市福祉有償運送運営協議会に諮っていただきますようお願いいたします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問い合わせ先 

担当者： 

住 所： 

電 話： 

ＦＡＸ： 

E-mail： 
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様式第１－４号 

  年  月  日

 
 
 新潟市長         様 
 
 
                実施法人名            
 
 
 

新潟市福祉有償運送運営協議会への協議について(依頼) 
 
 
 別添のとおり，自家用有償旅客運送に係る利用料金変更案を提出いたします

ので，新潟市福祉有償運送運営協議会に諮っていただきますようお願いいたし

ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問い合わせ先 

担当者： 

住 所： 

電 話： 

ＦＡＸ： 

E-mail： 

様式第１－４号 
平成  年  月  日 

 
 
 新潟市長         様 
 
 
                実施法人名           印 
 
 
 

新潟市福祉有償運送運営協議会への協議について(依頼) 
 
 
 別添のとおり，自家用有償旅客運送に係る利用料金変更案を提出いたします

ので，新潟市福祉有償運送運営協議会に諮っていただきますようお願いいたし

ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問い合わせ先 

担当者： 

住 所： 

電 話： 

ＦＡＸ： 

E-mail： 
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様式第１－５号 

  年  月  日

 
 
 新潟市長         様 
 
 
                実施法人名            
 
 
 

新潟市福祉有償運送運営協議会への協議について(依頼) 
 
 
 新潟市福祉有償運送運営協議会運営指針に基づき，自家用有償旅客運送に係

る複数乗車について，新潟市福祉有償運送運営協議会に諮っていただきますよ

うお願いいたします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問い合わせ先 

担当者： 

住 所： 

電 話： 

ＦＡＸ： 

E-mail： 

様式第１－４号 
平成  年  月  日 

 
 
 新潟市長         様 
 
 
                実施法人名           印 
 
 
 

新潟市福祉有償運送運営協議会への協議について(依頼) 
 
 
 新潟市福祉有償運送運営協議会運営指針に基づき，自家用有償旅客運送に係

る複数乗車について，新潟市福祉有償運送運営協議会に諮っていただきますよ

うお願いいたします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問い合わせ先 

担当者： 

住 所： 

電 話： 

ＦＡＸ： 

E-mail： 
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  年  月  日 

 
新潟市福祉有償運送運営協議会長 様 

 
 このたび、当法人において自家用有償旅客運送に係る複数乗車を行いたいので、下記

のとおり新潟市福祉有償運送運営協議会に諮っていただきますようお願いいたします。

  
 

記 
 
１. 名称、住所、代表者の氏名 
 
 
 
２. 自家用有償旅客運送の種別 

福祉有償運送 
 
 
３. 複数乗車を行いたい理由 
 
 
 
 
 
 
 
４. 対価について 
 
 
 

以上

平成  年  月  日 

 
新潟市福祉有償運送運営協議会長 様 

 
 このたび、当法人において自家用有償旅客運送に係る複数乗車を行いたいので、下記

のとおり新潟市福祉有償運送運営協議会に諮っていただきますようお願いいたします。

  
 

記 
 
１. 名称、住所、代表者の氏名 
 
 
 
２. 自家用有償旅客運送の種別 

福祉有償運送 
 
 
３. 複数乗車を行いたい理由 
 
 
 
 
 
 
 
４. 対価について 
 
 
 

以上
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様式第１－６号 

  年  月  日

 
 
 新潟市長   
 
 
                実施法人名            
 
 

自家用有償旅客運送登録事項変更届出書の提出について 
 
 別添のとおり，自家用有償旅客運送に係る登録事項の変更につきまして，下記

のとおり提出いたします。 

 
記 

１．変更しようとする内容 
 □運送の区域の減少 
 □業務の廃止 
 □法人の名称，住所，代表者の氏名 
 □事務所の名称又は位置 
 □事務所ごとに配置する車両の数及びその種類ごとの数 
 □旅客の範囲(身障，要介護，要支援，その他の区分) 
 
２．添付資料 
 変更により登録内容に変更が生じる様式について，変更後の様式を添付して

届出いたします。 
 
 

問い合わせ先 
担当者： 

住 所： 

電 話： 

ＦＡＸ： 

E-mail： 

様式第１－５号 
令和  年  月  日 

 
 
 新潟市長   
 
 
                実施法人名           印 
 
 

自家用有償旅客運送登録事項変更届出書の提出について 
 
 別添のとおり，自家用有償旅客運送に係る登録事項の変更につきまして，下記

のとおり提出いたします。 

 
記 

１．変更しようとする内容 
 □運送の区域の減少 
 □業務の廃止 
 □法人の名称，住所，代表者の氏名 
 □事務所の名称又は位置 
 □事務所ごとに配置する車両の数及びその種類ごとの数 
 □旅客の範囲(身障，要介護，要支援，その他の区分) 
 
２．添付資料 
 変更により登録内容に変更が生じる様式について，変更後の様式を添付して

届出いたします。 
 
 

問い合わせ先 
担当者： 

住 所： 

電 話： 

ＦＡＸ： 

E-mail： 
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様式第４-２号

自動車 免許取得 免許有効期限
免許種別 年月日 年月日 講習会等名称 受講年月日

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

運　転　者　名　簿
（　　年　月　日現在）

№ 年齢
安全講習会等受講状況

その他氏名

様式第４-２号

自動車 免許取得 免許有効期限
免許種別 年月日 年月日 講習会等名称 受講年月日

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

運　転　者　名　簿
（平成年　月　日現在）

№ 年齢
安全講習会等受講状況

その他氏名
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様式第４-２号

自動車 免許取得 免許更新期限
免許種別 年月日 年月日 講習会等名称 受講年月日

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

№

運　転　者　名　簿（個人情報削除版）

年齢
安全講習会等受講状況

その他

（　　年　月　日現在）

様式第４-２号

自動車 免許取得 免許更新期限
免許種別 年月日 年月日 講習会等名称 受講年月日

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

№

運　転　者　名　簿（個人情報削除版）

年齢
安全講習会等受講状況

その他

（平成年　月　日現在）
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自 動 車 登 録 簿 

１ 使用車両一覧 

自動車登録番

号 

車 名 型式 年

式 

定

員 

種 類 使 用 者 運 転 者 備考 

新潟 500 

あ 0000 

ニッサン GE- 

AB000 

12

年 

5 

 

普通乗用

自動車 

NPO 法人 

○○○ 

全員 ＡＴ 

   

 

      

 

 

        

 

 

        

 

 

        

※ 自動車の種類欄は次の記載例によること 
（記載例）普通乗用自動車，普通乗用自動車（回転シート等），特種自動車（リフト付等）， 
     軽乗用自動車，軽乗用自動車（回転シート等），軽特種自動車（リフト付等） 
 
２ 使用車両の詳細 

（    車両） №  

車両の名称  
自動車登録番号 新潟 型 式  
登録年月日 平成 26 年 7 月 4 日 （初度登録年月 平成 22 年 1 月） 
種別  
用途  
車体の形状  
寸法 長さ    ㎝ 幅    ㎝ 高さ    cm 
乗車定員    人 
設備  

 
 

使 用 者 （運転会員：      ） 
損害賠償保険  

 
その他  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式第９号 

備考欄に AT／MT の

別を入れてください。

また，この吹き出しは

消してください。 

登録年月日は車検証を参照のう

え，記載例のように登録（交付）

年月日と，カッコ書きで初度登

録（検査）年月を入れてくださ

い。 

自 動 車 登 録 簿 

１ 使用車両一覧 

自動車登録番

号 

車 名 型式 年

式 

定

員 

種 類 使 用 者 運 転 者 備考 

新潟 500 

あ 0000 

ニッサン GE- 

AB000 

12

年 

5 

 

普通乗用

自動車 

NPO 法人 

○○○ 

全員 ＡＴ 

   

 

      

 

 

        

 

 

        

 

 

        

※ 自動車の種類欄は次の記載例によること 
（記載例）普通乗用自動車，普通乗用自動車（回転シート等），特種自動車（リフト付等）， 
     軽乗用自動車，軽乗用自動車（回転シート等），軽特種自動車（リフト付等） 
 
２ 使用車両の詳細 

（    車両） №  

車両の名称  
自動車登録番号 新潟 型 式  
登録年月日 平成 26 年 7 月 4 日 （初度登録年月 平成 22 年 1 月） 
種別  
用途  
車体の形状  
寸法 長さ    ㎝ 幅    ㎝ 高さ    cm 
乗車定員    人 
設備  

 
使 用 者 （運転会員：      ） 
損害賠償保険  

 
その他  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式第１２号 

備考欄に AT／MT の

別を入れてください。

また，この吹き出しは

消してください。 

登録年月日は車検証を参照のう

え，記載例のように登録（交付）

年月日と，カッコ書きで初度登

録（検査）年月を入れてくださ

い。 
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（    車両）№  
車両の名称  
自動車登録番号 新潟 型 式  
登録年月日 平成   年   月   日 
種別  
用途  
車体の形状  
寸法 長さ    cm 幅    cm 高さ    ㎝ 
乗車定員    人 
設備  

 
使 用 者 （運転会員：      ） 
損害賠償保険  

 
その他  

 

（    車両） №  

車両の名称  
自動車登録番号 新潟 型 式  
登録年月日 平成   年   月   日 
種別  
用途  
車体の形状  
寸法 長さ    ㎝ 幅    ㎝ 高さ    cm 
乗車定員    人 
設備  

 
 

使 用 者 （運転会員：      ） 
損害賠償保険  

 
その他  

 
（    車両）№  
車両の名称  
自動車登録番号 新潟 型 式  
登録年月日 平成   年   月   日 
種別  
用途  
車体の形状  
寸法 長さ    cm 幅    cm 高さ    ㎝ 
乗車定員    人 
設備  

 
使 用 者 （運転会員：      ） 
損害賠償保険  

 
その他  

 
 

（    車両）№  
車両の名称  
自動車登録番号 新潟 型 式  
登録年月日    年   月   日 
種別  
用途  
車体の形状  
寸法 長さ    cm 幅    cm 高さ    ㎝ 
乗車定員    人 
設備  

 
使 用 者 （運転会員：      ） 
損害賠償保険  

 
その他  

 

（    車両） №  

車両の名称  
自動車登録番号 新潟 型 式  
登録年月日    年   月   日 
種別  
用途  
車体の形状  
寸法 長さ    ㎝ 幅    ㎝ 高さ    cm 
乗車定員    人 
設備  

 
使 用 者 （運転会員：      ） 
損害賠償保険  

 
その他  

 
（    車両）№  
車両の名称  
自動車登録番号 新潟 型 式  
登録年月日    年   月   日 
種別  
用途  
車体の形状  
寸法 長さ    cm 幅    cm 高さ    ㎝ 
乗車定員    人 
設備  

 
使 用 者 （運転会員：      ） 
損害賠償保険  

 
その他  
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福祉有償運送に係る自家用自動車の使用に関する契約書(例) 

 
 ○○法人○○○○（以下「○○」という。）は，運転会員またはその家族が提供する自家用自

動車の使用にあたって，運転会員との間に次のとおり契約を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 この契約は，○○が行う有償運送事業について，運転会員またはその家族が所有する次

の自家用自動車の提供及び使用に関して必要な事項を定める。 
（１）平成□□年式 ×××（車両登録番号 新潟△△△さ１２－３４） １台 
 
（目的） 
第２条 運転会員は，○○が行う有償運送事業の実施に対し，利用会員が外出の際の困難や不安

を解消し，通院等の利便性や社会参加の促進が図られることを目的に，自己またはその家族の

所有する自家用自動車を提供する。 
 
（用語の定義） 
第３条 この契約書における用語の定義は次のとおりとする。 
（１）運転会員：福祉有償運送に係る運転者の要件を満たした者であり，かつ自らの自家用自動

車を提供して○○の運転者として登録する者 
（２）利用会員：道路運送法第７８条第２号で定める移動制約者であって，○○の利用会員とし

て登録する者 
 
（事故等の対応） 
第４条 ○○は，運転会員の提供した自家用自動車を使用して行う有償運送事業の管理及び運

営，特に事故発生，苦情等への対応について，責任を負うものとする。 
２ 有償運送事業の運転中の事故等に伴う事故の相手方と利用会員への補償については，提供

車両にかけられている自賠責保険，任意保険及び傷害保険を利用する。 
３ ○○は，提供車両が，福祉有償運送の際の事故を対象とする対人無制限，対物５００万円以

上の任意保険もしくは共済（搭乗者障害を対象に含むものに限る）に加入していることを確認

したうえで使用するものとする。 
 
（使用期間） 
第５条 契約期間は，平成 年 月 日から平成 年 月 日までの２年間とする。 
２ 使用期間中であっても，運転会員及び○○の都合により契約の解約が必要な場合はこの限

りではない。 
３ 解約の申し出は，解約する日の１ヵ月以上前とする。 

様式第１０号 
福祉有償運送に係る自動車の使用に関する契約書(例) 

 
 ○○○○（以下「甲」という。）は，〇〇〇〇（以下「乙」という。）が提供する自動車の使用

にあたって，乙との間に次のとおり契約を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 この契約は，甲が行う有償運送事業について，乙が提供する次の自動車の使用に関して

必要な事項を定める。 
（１）□□年式 ×××（車両登録番号 新潟△△△さ１２－３４） １台 
 
（目的） 
第２条 乙は，甲が行う有償運送事業の実施に対し，利用会員が外出の際の困難や不安を解消し，

通院等の利便性や社会参加の促進が図られることを目的に，自動車を提供する。 
 
（用語の定義） 
第３条 この契約書における用語の定義は次のとおりとする。 
（１）利用会員：道路運送法第７８条第２号で定める移動制約者であって，甲の利用会員として

登録する者 
 
（事故等の対応） 
第４条 甲は，乙の提供した自動車を使用して行う有償運送事業の管理及び運営，特に事故発生，

苦情等への対応について，責任を負うものとする。 
２ 有償運送事業の運転中の事故等に伴う事故の相手方と利用会員への補償については，提供

車両にかけられている自賠責保険，任意保険及び傷害保険を利用する。 
３ 甲は，提供車両が，福祉有償運送の際の事故を対象とする対人無制限，対物５００万円以上

の任意保険もしくは共済（搭乗者障害を対象に含むものに限る）に加入していることを確認し

たうえで使用するものとする。 
 
（使用期間） 
第５条 契約期間は， 年 月 日から 年 月 日までの２年間とする。 
２ 使用期間中であっても，甲及び乙の都合により契約の解約が必要な場合はこの限りではな

い。 
３ 解約の申し出は，解約する日の１ヵ月以上前とする。 
 
（その他） 
第６条 この契約に定めのない事項または疑義を生じた事項については，甲と乙が協議してこ

様式第１３号 
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この契約の締結を証するため，契約書２通を作成し，甲乙両者が記名押印のうえ，各自１通

を保有する。 
 
   年  月  日 
 

甲    住 所 
名 称 ○○法人○○○○ 

理事長          印 
 

乙    住 所 
氏 名              印 

 
（使用する車両の所有者が，乙以外である場合，以下に記載） 

 
車両所有者 住 所 

氏 名              印 

 
（その他） 
第６条 この契約に定めのない事項または疑義を生じた事項については，運転会員と○○が協

議してこれを定める。 
 
 この契約の締結を証するため，契約書２通を作成し，両者記名押印のうえ，各自１通を保有す

る。 
 
 平成  年  月  日 
 

○○○○ 
住 所 
名 称 ○○法人○○○○ 

                        理事長          印 
 

運転会員 住 所 
                    氏 名              印 
 

（使用する車両の所有者が，運転会員の家族である場合，以下に記載） 
 

車両所有者 住 所 
                    氏 名              印 
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様式第１４号 

利用料金一覧 

 
●運送の対価（距離制、時間制、定額制） 
・走行１キロあたり    円 
 
 

料金表 
乗車距離 ○○○○法人○○○○○ 

運賃(   円/km) 合  計 

２ｋｍ 

  ３ｋｍ 

  ５ｋｍ 
１０ｋｍ 
２０ｋｍ 

        円 
        円 
        円 
        円 
        円 

        円 
        円 
        円 
        円 
        円 

 
●運送の対価以外の対価 

様式第１１号 

利用料金一覧 

 
●運送の対価（距離制、時間制、定額制） 
・走行１キロあたり    円 
 
 

料金表 
乗車距離 ○○○○法人○○○○○ 

運賃(   円/km) 合  計 

２ｋｍ 

  ３ｋｍ 

  ５ｋｍ 
１０ｋｍ 
２０ｋｍ 

        円 
        円 
        円 
        円 
        円 

        円 
        円 
        円 
        円 
        円 

 
●運送の対価以外の対価 
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様式第１５号

利　　用　　会　　員　　名　　簿

イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

イ 身体障がい者

ロ 精神障がい者

ハ 知的障がい者

ニ 要介護認定者

ホ 要支援認定者

ヘ 基本チェックリスト該当者

ト その他（肢体不自由、内部障がい、精神障がい、その他の障がい）

（福祉有償運送用）

自家用有償旅客運送者の名称

運送を必要とする理由

備考氏　　　名 住　　　所 入会年月日

　

番号

様式第１２ 号

利　　用　　会　　員　　名　　簿

番号

イ ロ ハ ニ

1 　 　 　 　 　

2 　 　 　 　 　

3 　 　 　 　 　

4 　 　 　 　 　

5 　 　 　 　 　

6 　 　 　 　 　

7 　 　 　 　 　

8 　 　 　 　 　

9 　 　 　 　 　

10 　 　 　 　 　

11 　 　 　 　 　

12

13

14

15

16

17

18

19

20

イ 身体障害者

ロ 要介護認定者

ハ 要支援認定者

ニ その他（肢体不自由、内部障害、精神障害、その他の障害）

（福祉有償運送用）

自家用有償旅客運送者の名称

運送を必要とする理由

備考氏　　　名 住　　　所 入会年月日

　

年齢
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様式第１５－２号

利　用　会　員　名　簿（個人情報削除版）

イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト

1 新潟市 　

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

イ 身体障がい者

ロ 精神障がい者

ハ 知的障がい者

ニ 要介護認定者

ホ 要支援認定者

ヘ 基本チェックリスト該当者

ト その他（肢体不自由、内部障がい、精神障がい、その他の障がい）

（福祉有償運送用）

自家用有償旅客運送者の名称

運送を必要とする理由

備考・主目的住　　　所 入会年月日番号

様式第１２－２号

利　用　会　員　名　簿（個人情報削除版）

番号

イ ロ ハ ニ

1 新潟市 　

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

イ 身体障害者

ロ 要介護認定者

ハ 要支援認定者

ニ その他（肢体不自由、内部障害、精神障害、その他の障害）

（福祉有償運送用）

自家用有償旅客運送者の名称

運送を必要とする理由

備考・主目的年齢 住　　　所 入会年月日
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様式第１５－３号

自家用有償旅客運送者の名称

人　　数 要介護認定者 人　　数

　　６　　級  要　介　護　１

　　５　　級  要　介　護　２

　　４　　級  要　介　護　３

　　３　　級  要　介　護　４

　　２　　級  要　介　護　５

　　１　　級

要支援認定者 人　　数

合計  要　支　援　１

精神障がい者 人　　数  要　支　援　２

　　３　　級 合計

　　２　　級 人　　数

　　１　　級

合計

合計 人　　数

知的障がい者 人　　数 肢体不自由

　療育手帳Ａ   内部障がい

　療育手帳Ｂ 精神障がい（認定者を除く）

知的障がい（認定者を除く）

その他

合　　計

総合計

身体状況等、態様ごとの会員数

身体障がい者

合　　計

合　　計

基本チェックリスト該当者

その他の障がいを有する者

様式第１２－３号

自家用有償旅客運送者の名称

人　　数

　　６　　級 　知　的　障　害　者 人　　数

　　５　　級 療育手帳Ａ

　　４　　級 療育手帳Ｂ

　　３　　級

　　２　　級

　　１　　級

合計 　精　神　障　害　者 人　　数

要支援認定者 人　　数 　　３　　級

 要　支　援　１ 　　２　　級

 要　支　援　２ 　　１　　級

合計 　　診 断 書

要介護認定者 人　　数

 要　介　護　１ 　そ　　の　　他 人　　数

 要　介　護　２    肢体不自由者

 要　介　護　３     内 部 障 害

 要　介　護　４    そ   の   他

 要　介　護　５

総合計

身体状況等、態様ごとの会員数

その他の障害を有する者身体障害者

合　　計 合　　計
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様式第１６号 
 
 

  年  月  日

 
 

新潟市長          様 
 
 

（福祉有償運送実施法人代表者） 
 
 
 

福祉有償運送運営状況報告について 

 
 
 本法人が実施している自家用有償旅客運送の運営状況について，別添のとお

り報告します。 
 
 

様式第１３号 
 
 

平成  年  月  日 
 
 

新潟市長          様 
 
 

（福祉有償運送実施法人代表者）㊞ 
 
 
 

福祉有償運送運営状況報告について 

 
 
 本法人が実施している自家用有償旅客運送の運営状況について，別添のとお

り報告します。 
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様式第１７号

団体名

（　　年度第　四半期分）

四半期合計

利用件数合計
車両運行時間合計

（○時間○分）
利用会員数合計 特記事項

乗　　務　　記　　録　　簿

月 運行距離数合計(㎞)乗降回数合計 利用料金合計（円）

様式第１４号

団体名

（平成　　年度第　四半期分）

四半期合計

特記事項

乗　　務　　記　　録　　簿

月 運行距離数合計(㎞)乗降回数合計 利用料金合計（円）利用件数合計
車両運行時間合計

（○時間○分）
利用会員数合計

様式第１８号

事業所
所在地

事故
発生日時

事故
発生日時

事故
発生日時

※　個人情報保護の観点から，運営協議会の協議の場では，個人が識別されるような情報は公開しない。（例：氏名，住所）

報告日 　　　年　　　月　　　日　　　 　　年　　月　　日　　時頃

無　□
再発防止への取り組み

福祉有償運送事故報告書（四半期報告用）

再発防止への取り組み

対応事故概要

新潟市第　四半期報告分

即時報告書

有　□

無　□

発生場所　　年　　月　　日　　時頃

法人名

事業所名 報告日 　　年　月   日

報告日 　　　年　　　月　　　日　　　

即時報告書

有　□

発生場所

報告日 　　　年　　　月　　　日　　　

即時報告書

有　□

事故概要

無　□
再発防止への取り組み

事故概要 対応

　　年　　月　　日　　時頃 発生場所

対応

様式第１５号

事業所
所在地

事故
発生日時

事故
発生日時

事故
発生日時

※　個人情報保護の観点から，運営協議会の協議の場では，個人が識別されるような情報は公開しない。（例：氏名，住所）

平成　　年　　月　　日　　時頃 発生場所

対応

無　□
再発防止への取り組み

事故概要 対応

報告日 平成　　　年　　　月　　　日

即時報告書

有　□

発生場所

報告日 平成　　　年　　　月　　　日

即時報告書

有　□

事故概要

法人名

事業所名 報告日 平成　　年　月   日

福祉有償運送事故報告書（四半期報告用）

再発防止への取り組み

対応事故概要

新潟市第　四半期報告分

即時報告書

有　□

無　□

発生場所平成　　年　　月　　日　　時頃

報告日 平成　　　年　　　月　　　日 平成　　年　　月　　日　　時頃

無　□
再発防止への取り組み
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様式第１６号

事業所
所在地

※　個人情報保護の観点から，運営協議会の協議の場では，個人が識別されるような情報は公開しない。（例：氏名，住所）

平成　　　年　　　月　　　日 受付日

法人名

事業所名

報告日 平成　　　年　　　月　　　日 受付日

再発防止への取り組み

再発防止への取り組み

苦情内容 対応

平成　　年　　月　　日　　時 受付方法

無　□

報告日 平成　　　年　　　月　　　日 平成　　年　　月　　日　　時 受付方法受付日

苦情内容 対応

福祉有償運送苦情対応報告書（四半期報告）

再発防止への取り組み

対応苦情内容

新潟市第　　四半期報告分

即時報告書

有　□

報告日 平成　　　年　　　月　　　日

報告日

有　□

無　□

受付方法平成　　年　　月　　日　　時

即時報告書

有　□

無　□

即時報告書

様式第１9号

事業所
所在地

※　個人情報保護の観点から，運営協議会の協議の場では，個人が識別されるような情報は公開しない。（例：氏名，住所）

有　□

無　□

即時報告書

有　□

無　□

受付方法　　年　　月　　日　　時

即時報告書

福祉有償運送苦情対応報告書（四半期報告）

再発防止への取り組み

対応苦情内容

新潟市第　　四半期報告分

即時報告書

有　□

報告日 　　　年　　　月　　　日

報告日

無　□

報告日 　　　年　　　月　　　日　　　 　　年　　月　　日　　時 受付方法受付日

苦情内容 対応

再発防止への取り組み

再発防止への取り組み

苦情内容 対応

　　年　　月　　日　　時 受付方法

　　　年　　　月　　　日　　　 受付日

法人名

事業所名

報告日 　　　年　　　月　　　日　　　 受付日
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誓 約 書 

 
 
            における福祉有償運送事業の運営にあたり，運転

者      の後任が見つからず，当該運転者が従事しない場合，運営に支

障があるため，当該運転者について，次のとおり誓約します。 
記 

 
１ 上記運転者は，現在，運転に支障を及ぼすおそれのある一定の症状を有する
病気等（※1）の治療中ではありません。 

 
２ １に該当する疾患が見つかった場合は，直ちに上記運転者による福祉有償
運送の運転業務を停止させます。 

 
３ 上記運転者による福祉有償運送の運転業務は，適齢診断（※2）の受診日 

   年  月  日から 3 年後の受診日前日   年  月  日まで
とし，以後，福祉有償運送の運転業務に従事させません。 

 
４ 上記運転者に対し，適齢診断（※2）受診後に発行される指導要領をもとに，
運行管理責任者による指導及び助言を実施し，安全な運行の確保に努めます。 

 
以上 

 
  年  月  日 

（あて先）新潟市長        
 

住 所 
名 称 

                    代表者            
 
 
上記１について事実と相違ないこと及び２～４について同意します。 

 
住 所 

                    氏 名            
（本人による自署） 

 
※1 道路交通法（昭和 35 年 6 月 25 日法律第 105 号）第九十条第一項第一号から第二号

までに規定する以下のもの 
統合失調症，てんかん，再発性の失神，無自覚性の低血糖症，そううつ病，重度

の眠気の症状を呈する睡眠障害，認知症，アルコール・麻薬等中毒，その他自動車

等の安全な運転に必要な認知・予測・判断又は操作のいずれかに係る能力を欠くこと

となるおそれがある症状を呈する病気 
 

※2 旅客自動車運送事業運輸規則に基づき国土交通大臣が認定する適性診断のうち，

65 歳以上を対象としたもの 

様式第２０号 
 

  
誓 約 書 

 
 

            における福祉有償運送事業の運営にあたり，運転

者      の後任が見つからず，当該運転者が従事しない場合，運営に支

障があるため，当該運転者について，次のとおり誓約します。 
記 

 
１ 上記運転者は，現在，運転に支障を及ぼすおそれのある一定の症状を有する

病気等（※1）の治療中ではありません。 
 
２ １に該当する疾患が見つかった場合は，直ちに上記運転者による福祉有償

運送の運転業務を停止させます。 
 
３ 上記運転者による福祉有償運送の運転業務は，適齢診断（※2）の受診日 

   年  月  日から 3 年後の受診日前日   年  月  日まで
とし，以後，福祉有償運送の運転業務に従事させません。 

 
４ 上記運転者に対し，適齢診断（※2）受診後に発行される指導要領をもとに，

運行管理責任者による指導及び助言を実施し，安全な運行の確保に努めます。 
 

以上 
 

  年  月  日 
（あて先）新潟市長        
 

住 所 
名 称 

                    代表者           印 
 
 
上記１について事実と相違ないこと及び２～４について同意します。 

 
住 所 

                    氏 名           印 
（本人による自署及び捺印） 

 
※1 道路交通法（昭和 35 年 6 月 25 日法律第 105 号）第九十条第一項第一号から第二号

までに規定する以下のもの 
統合失調症，てんかん，再発性の失神，無自覚性の低血糖症，そううつ病，重度

の眠気の症状を呈する睡眠障害，認知症，アルコール・麻薬等中毒，その他自動車

等の安全な運転に必要な認知・予測・判断又は操作のいずれかに係る能力を欠くこと

となるおそれがある症状を呈する病気 
 

※2 旅客自動車運送事業運輸規則に基づき国土交通大臣が認定する適性診断のうち，

65 歳以上を対象としたもの 

資料２－２ 
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参考様式１号

作成年月日

事務所名

運転者の氏名 自動車登録番号 事故の発生日時

事故の原因

再発防止対策

事故の発生場所

事故の概要（損害の程度、人身・物損の別、実車・回送の別等）

　  　年　　月　　日

　新潟市への報告【未・済（  　年　月　日）】

事　　故　　の　　記　　録

事故の当事者
（運転者を除く）

参考様式１号

作成年月日

事務所名

運転者の氏名 自動車登録番号 事故の発生日時

事故の原因

再発防止対策

平成　　年　　月　　日

　新潟市への報告【未・済（平成　年　月　日）】

事　　故　　の　　記　　録

事故の当事者
（運転者を除く）

事故の発生場所

事故の概要（損害の程度、人身・物損の別、実車・回送の別等）
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参考様式３号 

　　　　年　　月　　日

番

号
運転者氏名

疾

病

疲

労

飲

酒
運行の安全確保

のための指示
確認時間 確認者

1

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

理由欄

2

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

理由欄

3

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

理由欄

4

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

理由欄

5

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

理由欄

6

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

理由欄

7

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

理由欄

8

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

理由欄

9

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

理由欄

10

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

理由欄

安全な運転のための確認表

その他理由

参考様式３号 

平成　　年　　月　　日

番

号
運転者氏名

疾

病

疲

労

飲

酒
運行の安全確保

のための指示
確認時間 確認者

1

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

理由欄

2

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

理由欄

3

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

理由欄

4

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

理由欄

5

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

理由欄

6

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

理由欄

7

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

理由欄

8

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

理由欄

9

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

理由欄

10

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

（

有

・

無
）

理由欄

安全な運転のための確認表

その他理由
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参考様式６号

作成番号

写真 作成年月日 　　　　年　　月　　日

団体の長の証明印

印

道路運送法施行規則第５１条の
１ ６ 第 １ 項 に 掲 げ る 要 件

道路運送法施行規則第５１条の
１ ６ 第 ３ 項 に 掲 げ る 要 件

運　　　転　　　者　　　証

自家用有償旅客運送者の名称

運 転 者 の 氏 名

運 転 免 許 証 の 有 効 期 限

参考様式６号

作成番号

写真 作成年月日 平成　　年　　月　　日

団体の長の証明印

印

道路運送法施行規則第５１条の１
６ 第 １ 項 に 掲 げ る 要 件

道路運送法施行規則第５１条の１
６ 第 ３ 項 に 掲 げ る 要 件

運　　　転　　　者　　　証

自家用有償旅客運送者の名称

運 転 者 の 氏 名

運 転 免 許 証 の 有 効 期 限
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参考様式７号 
 

自家用乗用自動車等の日常点検基準 

 
     年   月   日 
車両番号           
点検実施者名         

点 検 箇 所 点   検   内   容 チェック 

１ ブレーキ １ ブレーキペダルの踏みしろが適当で，ブレー

キのききが十分であること 
２ ブレーキの液量が適当であること 
３ 駐車ブレーキ・レバーの引きしろが適当であ

ること 

 □ 
 
 □ 
 □ 
 

２ タイヤ １ タイヤの空気圧が適当であること 
２ 亀裂及び損傷がないこと 
３ 異常な摩擦がないこと 
４ 溝の深さが十分であること 

 □ 
 □ 
 □ 
 □ 

３ バッテリ 液量が適当であること  □ 
４ 原動機 １ 冷却水の量が適当であること 

２ エンジンオイルの量が適当であること 
３ 原動機のかかり具合が不良でなく，かつ，異

音がないこと 
４ 低速及び加速の状態が適当であること 

 □ 
 □ 
 □ 
 
 □ 

５ 灯火装置及び方向指示 
 器 

 点灯又は点滅具合が不良でなく，かつ，汚れ及

び損傷がないこと。 
 □ 

６ ウインドウォッシャ及 

 びワイパー 
 

１ ウインドウォッシャの液量が適当であり，か

つ，噴射状態が不良でないこと 

２ ワイパーの払拭状態が不良でないこと 

 □ 
 
 □ 

７ 運行において異状が認

められた箇所 
当該箇所に異状がないこと  □ 

※実施団体においては，上記項目を参考に日常点検を実施すること。 

参考様式７号 
 

自家用乗用自動車等の日常点検基準 

 
平成   年   月   日 
車両番号           
点検実施者名         

点 検 箇 所 点   検   内   容 チェック 

１ ブレーキ １ ブレーキペダルの踏みしろが適当で，ブレーキ

のききが十分であること 
２ ブレーキの液量が適当であること 
３ 駐車ブレーキ・レバーの引きしろが適当である

こと 

 □ 
 
 □ 
 □ 
 

２ タイヤ １ タイヤの空気圧が適当であること 
２ 亀裂及び損傷がないこと 
３ 異常な摩擦がないこと 
４ 溝の深さが十分であること 

 □ 
 □ 
 □ 
 □ 

３ バッテリ 液量が適当であること  □ 
４ 原動機 １ 冷却水の量が適当であること 

２ エンジンオイルの量が適当であること 
３ 原動機のかかり具合が不良でなく，かつ，異音

がないこと 
４ 低速及び加速の状態が適当であること 

 □ 
 □ 
 □ 
 
 □ 

５ 灯火装置及び方向指示 
 器 

 点灯又は点滅具合が不良でなく，かつ，汚れ及び

損傷がないこと。 
 □ 

６ ウインドウォッシャ及 

 びワイパー 
 

１ ウインドウォッシャの液量が適当であり，かつ，

噴射状態が不良でないこと 

２ ワイパーの払拭状態が不良でないこと 

 □ 
 
 □ 

７ 運行において異状が認め

られた箇所 
当該箇所に異状がないこと  □ 

※実施団体においては，上記項目を参考に日常点検を実施すること。 
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